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外部主催
2024年4⽉9⽇

⽇系企業のインド・アフリカへのビジネス展開

外部主催
2024年1⽉30⽇

エジプト、ケニア最新法務〜⽇系企業の実務において留意すべき点を中⼼に〜

⼭⼝  健次郎  K E N J I R O  Y A M A G U C H I

スペシャル・カウンセル

バンコクオフィス

TEL: 03-6775-1854

FAX: 03-6775-2854

クロスボーダーのM&A、国際商取引、企業法務全般を専⾨とする。特に、中国・アジア・
アフリカなどの新興国でのM&Aに豊富な経験を有する。当事務所へ⼊所する前には国内の
⼤⼿法律事務所にて勤務し、北京・ホーチミン・バンコクでの海外勤務も経験。その後、
⼤⼿総合商社にて勤務した後も多くの海外投資案件（アジア・アフリカ担当）を担当した
経験を有する。

また、以下の役職を務めた経験を有している。
2017年 名古屋⼤学⽇本法教育研究センター（ホーチミン）⽇本法⾮常勤講師（〜2018年）
2017年 ⼀橋⼤学⼤学院講師（2017年、2018年国際法務戦略論 第3回担当）（〜2018年）
2018年 慶應義塾⼤学法科⼤学院ゲストスピーカー（2018年開発法学 第2回担当）
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アジア・新興国プラクティス・グループ

ニュースレター
2023年12⽉

【アジア・新興国法務】ASIA & EMERGING COUNTRIES LEGAL UPDATE（2023年12⽉号）

1996年3⽉ 私⽴⿇布⾼等学校卒業
2001年3⽉ 早稲⽥⼤学政治経済学部政治学科（政治学⼠）
2007年3⽉ 慶應義塾⼤学⼤学院法務研究科修了（法務博⼠（専⾨職））
2007年9⽉ 東京⼤学⼤学院公共政策学教育部中退
2008年12⽉ 最⾼裁判所司法研修所修了（61期）
2008年12⽉ - 2010年9⽉ 弁護⼠法⼈曾我・⽠⽣・⽷賀法律事務所勤務
2010年10⽉ - 2022年12⽉森・濱⽥松本法律事務所勤務
2012年1⽉ - 2014年2⽉ 北京オフィスにて⼀般代表として執務（〜2014年）
2013年4⽉ 北京⼤学EMBAコース修了
2014年2⽉ - 2016年6⽉ Frasers法律事務所（ホーチミンオフィス）に出向
2016年7⽉ - 2018年5⽉ LNT & Partners法律事務所（ホーチミンオフィス）に出向
2019年5⽉ コーネル⼤学ロースクール修了
2019年10⽉ - 2020年12⽉Chandler MHM Limited（森・濱⽥松本法律事務所バンコクオフィス）勤務
2021年1⽉ - 2022年12⽉ 三井物産株式会社法務部に出向
2023年1⽉ - 2023年6⽉ 三井物産株式会社勤務
2023年7⽉ 当事務所⼊所

【アジア・新興国法務】ASIA & EMERGING COUNTRIES LEGAL UPDATE（2023年12⽉号） AMTニュースレター 2023年12⽉
【アジア・新興国法務】ASIA & EMERGING COUNTRIES LEGAL UPDATE（2023年11⽉号） AMTニュースレター 2023年11⽉
【アジア・新興国法務】ASIA & EMERGING COUNTRIES LEGAL UPDATE（2023年10⽉号） AMTニュースレター 2023年10⽉
【アジア・新興国法務】ASIA & EMERGING COUNTRIES LEGAL UPDATE（2023年9⽉号） AMTニュースレター 2023年9⽉
【アジア・新興国法務】ASIA & EMERGING COUNTRIES LEGAL UPDATE（2023年8⽉号） AMTニュースレター 2023年8⽉
【アジア・新興国法務】ASIA & EMERGING COUNTRIES LEGAL UPDATE（2023年7⽉号） AMTニュースレター 2023年7⽉
アジア新興国のM&A法制〔第3版〕 株式会社商事法務 2020年10⽉
中国経済六法2020年版 ⽇本国際貿易促進協会 2020年3⽉
中国経済六法2019年増補版 ⽇本国際貿易促進協会 2019年1⽉
海外進出企業のための外国公務員贈賄規制ハンドブック 株式会社商事法務 2018年11⽉
中国最新法律事情「独占⾏為に起因する⺠事紛争事件の審理における法律適⽤の若⼲問題 に関する規定」について 国際商事法
務

2012年7⽉

⽇系企業のインド・アフリカへのビジネス展開 （主催）Mazarz Global Japan Desk 2024年4⽉9⽇
エジプト、ケニア最新法務〜⽇系企業の実務において留意すべき点を中⼼に〜 （主催）⼀般社団法⼈企業研究会 2024年1⽉30⽇
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2022年4⽉14⽇ Best Lawyers 2023

弁護⼠登録（2008年）
ニューヨーク州弁護⼠登録（2020年）

東京弁護⼠会

⽇本語  英語  中国語  タイ語

資格・登録資格・登録
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